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事 業 名 称 むかわ町の空き家活用推進のための民間支援組織の構築事業 

事 業 主 体 名 むかわ町空き家活用ネットワーク 

連 携 先 
むかわ町役場、地元ＮＰＯ、宅建業者、住宅検査会社、司法書士、税理士、 
弁護士、まちづくりコンサルタント 

対 象 地 域 北海道むかわ町 

事 業 の 特 徴 

・町内民間事業者及び人材に対する空き家利活用に係る研修･育成により、む

かわ町内で空き家の利活用に関するワンストップサービスを提供する町内

民間組織の組成に繋げる。 

・町内の個々の空き家の状態に関する総合的判断（空き家トリアージ）、及び

空き家等所有者に対する意向調査により、空き家対策の一層の促進を図る。

・北海道庁及び北海道立総合研究機構をオブザーバーとする「むかわ町空き家

活用連絡会議（町内事業者･専門家･団体･役場及びオブザーバー）」を立ち上

げ、本取組に関する意見交換･協議、調査･試行支援などを行う。 

成 果 

・空き家トリアージ･チェックリストの作成 

・町内空き家全数踏査の実施 

・空き家位置図･写真帳の作成 

・空き家トリアージ結果の取り纏め 

・空き家所有者の特定（町役場との連携） 

・空き家所有者アンケートの実施、及び結果取り纏め（町役場との連携） 

・空き家相談票の作成 

・相談聞き取りマニュアルの作成 

・専用ホームページの開設･運営 

・空き家相談ホットラインの開設･運営 

・町民向け空き家相談会の実施 

・空き家所有者向け相談会の実施 

・空き家対策勉強会の開催 

・むかわ町空き家活用連絡会議の組成 

成果の公表先 ・事業ＨＰ（http://www.home-info.jp/mukawa/index.html） 

 

１．事業の背景と目的 

専業の不動産事業者が所在しない自治体（道内 179 自治体の 70.9％に相当）の一つであるむかわ

町において、町内のＮＰＯ、建設協会、商工会、司法書士等に対する勉強会等を通じて、役場との

連携･協力による、町内空き家相談・利活用ワンストップサービス提供民間組織の組成を目指す。

当該ワンストップサービス提供体制の整備に向けて、町外専門家による連携体制（「むかわ町空き

家活用ネットワーク」）がモデル的にワンストップサービスの実施を試行し、体制整備に向けた課

題整理及び相談対応等のノウハウを蓄積する。 

平成 30 年９月に発生した北海道胆振東部地震による住宅等建築物の被災状況を反映した空き家

等分布状況の把握･整理が急務であり、町内全域で空き家個々の状態の総合的判断（空き家トリア

ージ）を行うとともに、空き家情報の効果的な蓄積に取り組む。また、町内の空き家対策の円滑･

的確な推進のために、所有者等における地震の影響を考慮した今後の利活用、維持管理、除却等の

意向確認を行う。 
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図１ むかわ町の現況、取組体系、むかわ町空き家活用ネットワークについて 

 

 

２．事業の内容 

（１）事業の概要と手順 

交付決定（令和元年８月５日）から事業終了（令和２年２月 28 日）までの間の事業の内容とス

ケジュールについて、表１に示す。 

表１ 事業の内容とスケジュール 

取組内容 具体的内容（小項目） 
令和元年度 

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

1）相談員や専門

家の研修・育成 
①勉強会の実施      

 
  

2）地域の専門家

等との連携体制

の構築 

①町内民間事業者ヒアリング         

②ワンストップサービスのモデル実施        継続

③ワンストップサービスのあり方の検討・整理         

3）相談事務の実

施 

①町民向け空き家相談会・セミナーの開催       継続

②空き家相談ホットラインの設置        継続

③相談受付マニュアル、相談対応フローの作成         

4）取組の取りま

とめ・公表 
①専用ホームページの開設・運営     

 
  継続

5）その他の取組 ①空き家トリアージ・チェックリストの作成         

②町内空き家の全数踏査                  

③空き家の有効活用手法の検討・整理         

④空き家利活用の方向性の検討・整理        継続

⑤空き家所有者向けアンケート調査         

⑥むかわ町空き家活用連絡会議の組成 

（北海道庁・道総研連携） 
   

組成 

 
  

継続
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（２）事業の取組詳細 

１）相談員や専門家の研修・育成 

町内において空き家相談等ワンストップサービスを提供する民間組織の組成に向けて、町内民間

事業者や専門家、役場職員等を対象とした「空き家対策勉強会」を実施した。勉強会には、（一財）

下川町ふるさと開発振興公社、（一社）岡山住まいと暮らしの相談センターから講師を招き、国内

の先進事例について学習した。「空き家対策勉強会」の概要を表２に示す。 

表２ 空き家対策勉強会の開催 

開催日 会場 講演内容 出席者

令 和

２年 

第１回勉強会 

１月 23 日（木） 

18:00～19:30 

むかわ四季の館 

（むかわ町鵡川地区）

『下川町の空き家対策について』 

（一財）下川町ふるさと開発振興公社 

クラスター推進部部長  相馬秀二 氏 

24 

第２回勉強会 

２月 20 日（木） 

18:00～19:30 

むかわ四季の館 

（むかわ町鵡川地区）

『空き家の相談と処理体制の構築について』 

（一社）岡山住まいと暮らしの相談センター 

理事･事務局長  石田信治 氏 

17 

 

２）地域の専門家等との連携体制の構築 

むかわ町の空き家に関する実情や今後の体制構築に向けた関わり方等について、町内のＮＰＯ法

人や建築会社、商工会、司法書士、行政書士を対象とした「町内民間事業者ヒアリング」を実施し

た。町内の空き家についての問題意識は共有されているものの、町内には専業の不動産事業者（宅

建業者）がいないため、平成 30 年９月の胆振東部地震発生以降、人口の減少が加速していること

などから、空き家の相談を受け付けし、空き家の流通を担って欲しいと言われても何から手掛けれ

ば良いかわからない、との懸念が示された。民間組織の組成に向けては、まずは勉強会等により先

進事例を学習し、その後、むかわ町に適した相談体制構築に向けて検討したいとの意向が示された。 

町内の民間組織･専門家による空き家相談･利活用ワンストップサービス体制の整備に先立って、

本年度は、町外専門家等の連携体制（むかわ町空き家活用ネットワーク）が「ワンストップサービ

スのモデル実施」を行った。具体の活動は、相談会の実施（計５回）及び空き家相談ホットライン

の開設（専用ホームページの設置）であり、詳細は、３）相談事務の実施、に記す。 

上記の取組の他、５）その他の取組、から得られた情報や知見から、町内民間事業者によるワン

ストップサービス体制のあり方や体制整備にあたっての課題について整理した。結果は（３）成果

の欄に示す。 

 

３）相談事務の実施 

毎年町内で開催されている町民文化祭に併せて町民向けの「空き家無料相談会」を実施した。相

談会の周知手段については、相談会開催日時点において空き家全数踏査及びトリアージの作業中で

あり、空き家所有者への直接通知が困難であったことから、新聞折込みによる周知とした。 

その後、年末までに空き家トリアージ及び固定資産税情報による空き家所有者の特定作業が完了

したことから、空き家所有者への直接通知による「空き家無料相談会」を実施した。１月開催の町

内鵡川地区会場の相談会の周知は、「空き家・空き建物についてのアンケート調査」に同封した。

また、札幌会場、東京会場の相談会の周知は、会場周辺に居住する空き家所有者に限定した郵送、

及び町広報誌折込みにより通知した。「空き家無料相談会」の概要を表３に示す。 
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表３ 空き家無料相談会の概要 

開催日 会場 周知の方法 相談者(組) 備考 

令 和

元年 

10 月 27 日（日） 

12:00～16:00 

穂別町民センター 

（むかわ町穂別地区） 

新聞折込み（町内）
０ 

穂別地区町民文化

祭会場にて実施 

11 月３日（日･祝） 

12:00～16:00 

むかわ四季の館 

（むかわ町鵡川地区） 

新聞折込み（町内）
０ 

鵡川地区総合文化

祭会場にて実施 

令 和

２年 

１月 25 日（土） 

12:00～16:00 

むかわ町産業会館 

（むかわ町鵡川地区） 

郵送通知（所有者）
３ 

通知はアンケート

調査に同封 

２月８日（土） 

11:00～16:00 

かでる２・７ 

（札幌市中央区） 

郵送通知（所有者）

町広報誌折込み 
５ 

 

２月 15 日（土） 

11:00～16:00 

TKP 田町カンファレンスセンター

（東京都大田区） 

郵送通知（所有者）

町広報誌折込み 
３ 

岐阜県各務原市と

の合同開催 

 

本取組の「専用ホームページ」の開設に併せて、「空き家相談ホットライン（電話＆電子メール）」

を設置した。当面は、町外専門家等連携体制のむかわ町空き家活用ネットワークにて相談対応を実

施するが、将来的には今後整備する町内民間事業者による空き家相談･利活用ワンストップサービ

ス体制による相談対応を予定している。ホームページの空き家相談ホットライン記事を図２に示す。 

図２ 空き家相談ホットラインの周知ページ（抜粋） 

 

 

町内民間事業者による空き家相談･利活用ワンストップサービス体制の整備に向けて、事業当初

に「相談受付マニュアル」及び「相談対応フロー」を作成した。しかし、相談会の開催を重ね、相

談にあたった専門家（むかわ町空き家活用ネットワーク構成員の北海道良質ストック住宅流通ネッ

トワーク（札幌市内の宅建業者 15 社による任意団体）の宅建士、司法書士、税理士、及び連携す

る弁護士）からの意見を反映させて適宜修正･改良した結果、それぞれが「空き家相談票」及び「相

談聞き取りマニュアル」という形に落ち着いた。成果物は（３）成果の欄に示す。 

 

４）取組の取りまとめ・公表 

令和元年 12 月、本取組の情報発信のため「専用ホームページ」を開設した。ホームページのト

ップ画面の他、ホームページに掲載した成果物等は（３）成果の欄に示す。 
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５）その他の取組 

国による「「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドラ

イン）」、北海道による「市町村による特定空家の判断の手引き」及びむかわ町空家等対策計画に示

された「空家等調査チェックリスト」を参考に、全数踏査による空き家抽出と抽出した空き家の利

活用可能性を判断するための「空き家トリアージ・チェックリスト」を作成した。 

また、全数踏査の結果 309 戸の空き家を抽出した。抽出した空き家毎の情報やトリアージ結果、

空き家状況写真を蓄積し、「空き家位置図･写真帳」を作成したほか、「トリアージ結果」の取りま

とめを行った。これらの成果物は（３）成果の欄に示す。 

作成した「空き家位置図･写真帳」に基づいて、空き家所有者の特定を行い、所有者特定ができ

た 226 戸について「空き家・空き建物についてのアンケート調査」を実施した。「アンケート調査

票」、「アンケート調査結果」及び「アンケート調査等の実施手順」は、（３）成果の欄に示す。 

空き家の有効活用手法についての検討については、アンケート調査により空き家所有者側の意向

把握を行うとともに、トリアージ結果との整合を取ることで空き家の状態別に各所有者がどういっ

た意向を持っているのか把握することができた。本年度は、空き家の利活用を希望する事業者、団

体及び個人等の掘り起こしやニーズ調査等に着手できなかったが、役場担当窓口には空き家の取得

を希望する相談が数件寄せられていることから、次年度の課題として取組みたい。 

本事業の交付決定後、事業進捗の共有及び事業成果の波及効果拡大を目的として、北海道庁及び

（地独）北海道立総合研究機構に対して本事業推進への協力･連携を依頼し、承諾を得たため、新

たに「むかわ町空き家活用連絡会議」を組成した。 

 

（３）成果 

１）相談員や専門家の研修・育成 

「空き家対策勉強会」の開催状況を写真１, ２に示す。 

写真１ 第１回勉強会の様子         写真２ 第２回勉強会の様子 

  

 

２）地域の専門家等との連携体制の構築 

本年度の各種取組から見えてきた、町内民間事業者による空き家相談･利活用ワンストップサー

ビス体制のあり方や体制整備にあたっての課題について、図３のように整理した。 
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図３ 課題の整理 

 

 

３）相談事務の実施 

「空き家無料相談会」の周知文書（チラシ）を図４～８に、開催状況を写真３～７に示す。 

図４ 空き家相談会の周知（新聞折込み）   図５ 空き家相談会の周知（郵送通知） 
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図６ 空き家相談会の周知（郵送通知）     図７ 空き家相談会の周知（郵送通知） 

  
 

図８ 空き家相談会の周知（町広報誌折込み）  

   

写真３ 相談会（10/27 穂別地区）の様子 
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写真４ 相談会（11/3 鵡川地区）の様子    写真５ 相談会（1/25 鵡川地区）の様子 

  

 

写真６ 相談会（2/8 札幌会場）の様子     写真７ 相談会（2/15 東京会場）の様子 

  

 

４）取組の取りまとめ・公表 

開設したホームページのトップ画面を図９に示す（http://www.home-info.jp/mukawa/index.html）。

また、ホームページに掲載した成果物として、「空き家トリアージ・チェックリスト」を図 10 に、

「空き家相談票」を図 11 に、「相談聞き取りマニュアル」を図 12 に示す。 
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図９ 専用ホームページのトップ画面 

 

 

図 10 空き家トリアージ・チェックリスト 
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図 10 空き家トリアージ・チェックリスト（続き） 
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図 11 空き家相談票           図 12 相談聞き取りマニュアル 

 

 

5）その他の取組 

空き家全数踏査及びトリアージの情報蓄積に基づいて作成した「空き家位置図･写真帳の例」を

図 13 に、「トリアージ結果」について表４, ５に示す。 

図 13 空き家位置図･写真帳の例      表４ 建物種別毎のトリアージ結果 

 

そのまま活
用可

適正な修繕
で利用可

大規模修繕
が必要

利活用に適
さない

合計

戸建住宅 33 57 19 111 220
店舗兼用住宅 2 8 0 3 13
集合住宅 0 2 0 4 6
店舗、事務所等 8 8 3 15 34
その他 2 1 2 31 36
合計 45 76 24 164 309

そのまま活
用可

適正な修繕
で利用可

大規模修繕
が必要

利活用に適
さない

合計

鵡川地区 市街地 16 26 2 19 63
25.4% 41.3% 3.2% 30.2% 100.0%

郊外 4 17 21 45 87
4.6% 19.5% 24.1% 51.7% 100.0%

20 43 23 64 150
13.3% 28.7% 15.3% 42.7% 100.0%

穂別地区 市街地 10 19 1 24 54
18.5% 35.2% 1.9% 44.4% 100.0%

郊外 15 14 0 76 105
14.3% 13.3% 0.0% 72.4% 100.0%

25 33 1 100 159
15.7% 20.8% 0.6% 62.9% 100.0%

合計 市街地 26 45 3 43 117
22.2% 38.5% 2.6% 36.8% 100.0%

郊外 19 31 21 121 192
9.9% 16.1% 10.9% 63.0% 100.0%

45 76 24 164 309
14.6% 24.6% 7.8% 53.1% 100.0%

※鵡川地区市街地・・・松風、花園、大原、青葉、福住、末広、美幸、文京、大成

※穂別地区市街地・・・穂別  

 

表５ 空き家立地区分毎のトリアージ結果 
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また、「空き家・空き建物についてのアンケート調査票」を図 14 に、「アンケート調査結果」を

図 15 に、「アンケート調査等の実施手順」を図 16 に示す。 

図 14 空き家･空き建物についてのアンケート調査票 
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図 15 空き家･空き建物についてのアンケート調査結果 
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図 15 空き家･空き建物についてのアンケート調査結果（続き） 
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図 16 アンケート調査等の実施手順 

 

 

最後に、「全数踏査における空き家戸数から空き家所有者の確知数までの戸数推移」を図 17 に、

「トリアージ結果別の戸数推移」を図 18 に、「所有者住所別の戸数推移」を図 19 に示す。 

図 17 全数踏査から所有者確知までの戸数推移 

 

 



16 

 

図 18 トリアージ結果別の戸数推移 
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図 19 所有者住所別の戸数推移 
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３．評価と課題 

１）相談員や専門家の研修・育成 

①勉強会の実施 

先進事例の講演を通じて、空き家問題の解決にあたってどのようなことが求められているかにつ

いての概要を理解できた。来年度は、空き家所有者の具体的な困り事や不安の洗い出しを進めつつ、

地元の民間と行政が限られた人材の中でどのように業務分担が可能か、また、地元では対応できな

い専門性の高い相談について外部（町外）の協力を得ながらどのように効率的に対応していくかに

ついて、具体的な体制の検討含めて調整を進める必要がある。また、必要に応じて先進事例の視察

やヒアリングを行い、むかわ町における相談体制整備及び運営の一助としたい。 

 

２）地域の専門家等との連携体制の構築 

①町内民間事業者ヒアリング 

町内民間事業者からは「震災以降の急速な人口減少のなかで、空き家の流通と言われても何から

手掛ければ良いかわからない」との意見が趨勢であったが、まさに震災時に倒壊建物や危険建物の

公費解体を迅速に進めるに際して、建物所有者との連絡調整が復旧復興に欠かせないことを痛感し

た当事者でもある。不動産需要が旺盛ではないむかわ町においては、空き家の流通だけではなく「空

き家を適正に管理する体制」の構築も必要と思われる。 

次年度は、行政が町外の所有者との繋がりを維持しながら空き家バンクによる情報提供を行い、

民間組織が空き家の管理を請負いながらマッチングを図る様な仕組みの可能性について検討する。 

 

②ワンストップサービスのモデル実施 

ワンストップサービスのモデル実施として行った相談会に来場した相談者は、半数以上が実際の

空き家所有者ではなく所有者の子息・兄妹であった。この場合、当然ながら売買、賃貸、除却いず

れの希望であっても、所有者の同意がなければ手続きが進められない。また、相談の半数近くが土

地については借地であるが契約内容不明とのことであった。この場合も、契約内容を確認し、必要

に応じて土地所有者との連絡調整が必要となる。 

モデル実施においては、どのような相談にも対応できるよう、宅建士、建築士、司法書士、税理

士、弁護士を招聘したため、空き家の利活用や除却のために必要な手続きについてアドバイスでき

たが、むかわ町内に在住する士業専門家は司法書士と行政書士のみであるため、むかわ町における

ワンストップサービス体制構築にあたってはモデル実施と同じ体制は望めない。また、初回相談の

時点においては、空き家に関する権利等の状況が整理されておらず、専門家による各種手続きに移

行できる状態の空き家はほぼ無いと考えられる。 

 

③ワンストップサービスのあり方の検討･整理 

前述の通り、むかわ町内には限られた士業専門家しか所在しないこと、初回相談時点で直ちに流

通等の手続き開始できる程に情報、状況等が整理されている空き家はほぼゼロと考えられることか

ら、むかわ町におけるワンストップサービス体制の窓口としては、法律及びその手続き等の専門家

である士業専門家ではなく、相談者の希望（利活用、除却など）を聞きながら、その手続きを進め

るにあたって必要な所有権を有するか等の情報確認と整理ができる相談員の確保が必要と考えら

れる。相談員は整理した情報に基づいて、遠隔の士業専門家に助言を求め、後日、相談者に回答す

る等の体制を整備することにより、むかわ町においても空き家等ワンストップサービス体制が構築

可能と考えられることから、次年度以降の取組において検討を進めたい。 
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３）相談事務の実施 

①町民向け空き家相談会・セミナーの開催 

空き家相談会の参加実績や後述するアンケート調査結果を総合的に判断すると、空き家所有者で

あっても、町内在住者と町外在住者とでは問題意識が異なることが明らかとなった。相談会の開催

案内やアンケートは個人情報保護の関係上、町役場からの郵送となるため、特に町内在住の空き家

所有者にとっては相談会参加やアンケート回答によって継続的に役場から空き家の是正指導や勧

告を受けるのではないかと敬遠している様子が伺える。町外在住空き家所有者はむかわ町に残した

空き家が地域の迷惑になっていないかという心配や、住む予定もない空き家のために毎年固定資産

税を徴収されることの負担が気に掛かっている様子があり、町内在住空き家所有者に比べて名乗り

出ることの抵抗感は少ないように見受けられる。 

実際、札幌会場、東京会場の参加実績が示すように、むかわ町に空き家を所有しながらも、町外

に居住する所有者ほど、空き家問題を我が事として捉えている傾向が読み取れる。むかわ会場の参

加者も３組中２組は町外に居住する空き家所有者であった。 

東京会場で試行した広域連携による相談会は２自治体共催（岐阜県各務原市〔事業主体：（一社）

ハウスサポート〕）であったが、この広域連携空き家相談会モデルは、５～10 自治体を束ねて共催

とし、開催都市の空き家相談体制（（一社）ＴＯＫＹＯ住まいと暮らし）との連携による開催とす

ることで費用対効果の高い取組になると考えられる。ただし、空き家は各自治体に存在しており、

各自治体にその空き家の問題を解決できる組織（担い手）が存在することが必須である。 

このことから、地元民間事業者による空き家ワンストップサービス体制の構築は必要であり、空

き家相談会開催案内は町役場から発出するにせよ、相談や手続き、諸問題解決については、民間組

織で対応できることが望ましい。 

なお、本年度未実施のセミナーについては、町内空き家所有者の敬遠、警戒が強いと予想される

ことから、次年度改めて町内行事等との併催による効果的な実施を検討したい。 

 

②空き家相談ホットラインの設置 

令和元年 12 月にホームページを開設し、ホットラインの設置を広報した。空き家相談会の日程

確認等の電話はあったが、令和２年２月 28 日現在具体的な相談は０件であった。今後、町役場ホ

ームページへのリンク掲載や町広報誌への掲載、むかわ町内で町民の目に留まる箇所へのポスター

掲示等により周知を進めたい。 

 

③相談受付マニュアル、相談対応フローの作成 

２）②で既述の通り、ワンストップサービスのモデル実施を通じて、相談者の心配ごとや話した

いことと、専門家が手続きを行うにあたって知りたいことの間には大きなギャップがあることがわ

かった。初回の相談においては、その両方の情報を漏れなく把握する必要があり、相談者が空き家

やその土地に関する権利の帰属関係について正確に把握できていない場合は、その情報を取得整理

するところから始めなければならない。 

相談受付マニュアル及び相談対応フローについては、上記の現状に即して適宜修正･改良し、現

在までに「空き家相談票」、「相談聞き取りマニュアル」と形を変えることとなった。次年度以降、

これらの成果物を活用して相談事務を展開する。 
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４）取組の取りまとめ・公表 

①専用ホームページの開設･運営 

令和元年 12 月、情報発信のため専用ホームページを開設した。相談会の開催周知、相談会、勉

強会の結果報告等、逐次情報更新したが、令和２年２月 28 日現在ホームページ経由による「空き

家相談ホットライン」の利用件数は０件であった。今後、町役場ホームページへのリンク掲載や町

広報誌への掲載、むかわ町内で町民の目に留まる箇所へのポスター掲示等により周知を進めたい。 

 

５）その他の取組 

①空き家トリアージ・チェックリストの作成 

「空き家トリアージ・チェックリスト」の作成にあたり、むかわ町空家等対策計画の「空き家等

調査チェックリスト」をベースとして再構成可能か検証した。「空き家等調査チェックリスト」は、

特定空家等の抽出を目的としているのに対して、「空き家トリアージ・チェックリスト」は利活用

可能な空き家を抽出することが目的となる。空き家の抽出という点では共通しているため、ベース

として同じチェックリストを使いながら、必要項目と判定フローの見直しをすることとした。その

結果、特定空家の抽出と利活用可能な空き家の抽出を同時に可能とするチェックリストが完成した。 

なお、作成した「空き家トリアージ・チェックリスト」は、住宅･建物及びその敷地の目視でき

る範囲について調査･確認するために使用するものであって、建物内部･外部の詳細調査やインスペ

クションを行うためのチェックリストではない。空き家の利活用にあたっては、建築士や住宅検査

会社等の専門家による詳細調査やインスペクションを行うことが推奨される。 

 

②町内空き家の全数踏査 

前記「空き家トリアージ・チェックリスト」と町内全域の住宅地図、デジタルカメラを携行し、

地図上に住宅･建物の記載がある道路を全て踏査した。チェックリスト所定の空き家判定項目を確

認し、空き家に該当するものについてはチェックリスト判定項目の確認、住宅地図上の空き家位置

確認及び空き家の状況写真撮影を行った。調査実施後、これらの情報を蓄積し、「空き家位置図･写

真帳」を作成、所有者確認等に活用した。 

 

③空き家の有効活用手法の検討・整理 

アンケート調査により空き家所有者側の意向把握を行うとともに、トリアージ結果との整合を取

ることで空き家の状態別に各所有者がどういった意向を持っているのか把握した。アンケート回答

票数が僅かである他、所有者特定できていない空き家も多数残っていることから、来年度も引き続

き所有者特定を進めるとともに、アンケート等の手法により所有者意向の把握に努めたい。 

 

④空き家利活用の方向性の検討・整理 

本年度は、アンケート調査による所有者意向の把握に重点を置いたため、空き家の利活用を希望

する事業者、団体及び個人等の掘り起こしやニーズ調査が進まなかったが、本事業の成果により役

場担当窓口には空き家取得を希望する相談が数件寄せられており、次年度の課題として取組む。 

 

⑤空き家所有者向けアンケート調査 

取組当初の想定よりも、所有者特定が困難な空き家が多かったことと、アンケート調査の回答率

が低かったことから、来年度も引き続き役場と連携し、所有者特定を進めるとともに、アンケート

等の手法により所有者意向の把握に努めたい。 
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⑥むかわ町空き家活用連絡会議の組成 

本連絡会議は当初予定していない取組であったため、成果としては会議の組成完了までであった。

補助事業期間外となるが、早期に開催を準備し、成果の共有を図るとともに、北海道の他自治体へ

の水平展開の一助となるよう引き続き成果の創出に努めたい。 

 

４．今後の展開 

（１）継続する取組 

本年度の取組のうち、来年度も継続を予定している取組は以下の通りである。 

・ワンストップサービスのモデル実施 

・空き家相談会・セミナーの開催 

・空き家相談ホットラインの運営 

・専用ホームページの運営 

・空き家利活用の方向性の検討･整理 

・むかわ町空き家活用連絡会議の開催 

これらの取組を継続することにより、空き家所有者の特定を進め、所有者との繋がりを継続する

体制を検討する。さらに、所有者意向の把握を進め、空き家利活用を希望する企業や団体、移住希

望者等の掘り起こしにより、利活用の方向性整理とともに、マッチングの可能性を検討する。 

本年度整備した専用ホームページや空き家相談ホットラインを引き続き運営し、相談受付や情報

提供を継続する。また、空き家相談会やセミナー開催により、町内空き家所有者の問題意識を啓発

するよう努める。 

そして、むかわ町空き家活用連絡会議の開催により、成果の共有を図る。 

 

（２）新規の取組 

本年度の取組成果を発展させるため、来年度は以下の取組を予定している。 

・空き家情報のデータベース化 

・町内民間組織によるワンストップサービスの実施 

・空き家ビジネスの検討とモデル実施 

・固定資産税情報以外の空き家所有者特定手法の検討 

これらの取組を展開することにより、空き家の流通、除却を促すとともに、所有者の責務である

空き家の適正管理を代行又は請負うモデルの検討を進め、空き家ビジネス検討の端緒としたい。 

 

■事業主体概要・担当者名 

設立時期 令和元年６月 

代表者名 むかわ町空き家活用ネットワーク事務局 服部倫史 

連絡先担当者名 服部、堀田 

連絡先 
住所 〒001-0010 札幌市北区北 10 条西 3 丁目 13 番地 NK エルムビル 3F 

電話 011-706-1117  

ホームページ http://www.home-info.jp/mukawa/index.html 

 

 

 


